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１．はじめに

　本研究は、インドネシア、バングラデシュ、

ベトナム、南アフリカ共和国、エチオピア

における初等中等教育開発の現場で、日本

の大学と現地の大学、そして政策部門と現

場の教師たちといった、主に 4 者が協働し

てつくりあげた、対話（ダイアログ）によ

る国際教育協力の事例研究である。日本の

大学は、教育開発論専門研究者を擁する広

島大学、鳴門教育大学、筑波大学が参画し

てきたが、先方との様々な交渉の日本側

窓口は広島大学教育開発国際協力研究セン

ター（以下 CICE）が務めてきている。

　本研究では、対話（ダイアログ）を通じ

た教育開発のあり方の可能性、また大学に

できる国際協力のあり方を追求する。ただ

し、前もって断っておかねばならないのは、

2019 年末からのコロナ禍によって、多くの

研究プロジェクトが保留、中断、中止となっ

ている。

　筆者はすでに、CICE が実践してきた各国

アクターとの協働プロジェクトのうち、ベ

トナム、バングラデシュ、ザンビア、南ア

フリカ共和国に関する知見を発表している

（日下部 2019）。まず、そこから得られた知

見を紹介、先行研究として検討しておく。

　筆者は、CICE が国連大学地球規模課題解

決に資する国際協力プログラム「開発途上

国における学び改善のための包摂的教育シ

ステムモデル構築事業」（2015-2017 年度）

を活用して、インドネシア、ザンビアでの

授業研究、バングラデシュでのピア・チュー

タリング、南アフリカでの日本型宿題といっ

た、海外移転されるパイロットプロジェク

トの事例比較を行った。 そこで得られた知

見は、「日本型教育の特徴は、教育を尊重す

る文化的基層があること、教師の内発的動

機づけに基づく学習改善への努力があるこ

と」ということと、「学習の改善という以前

に、教育インフラの整備が整える、また、

一つの教育実践を行うとき目指すべき理想

像を据えて方法論を構築するといった、日

本では当然のことが、事例対象国では円滑

にいっていない場合が多かった」というも

のであった（日下部 2019）。これについて、

教育移転が円滑にいくかどうかの背景に、

国及び教育現場には、政策的優先順位、実

践的優先順位があることを指摘し、その優

先順位の上位にこなければ、ただ日本の教

育が良いから、それを導入しようというこ

とにはならないことを指摘した。

　例えば、先述の拙稿が明らかにした知見

では、「海外展開されたプロジェクトが現地

で有用性を発揮するには、教師に課せられ

た綿密な準備、管理、評価なども機能する

必要があり、教師は多忙な中でそれらに向

き合う必要がある。4 か国の比較事例研究

からは、ベトナムとの親和性こそ高かった

が、ザンビア、バングラデシュ、南アフリ

カの事例では、そのまま現場投入できるほ

ど相手国側の準備が整っているわけではな

かった」（日下部 2019）。ベトナム（ハノイ）

では、高くはないものの、教員の給与があ
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る程度保証され、日本では廃れつつあるが、

教員を社会的に尊敬する傾向がある。教員

サイドも、教師コンテストがあり、教授技

術を競うような素地もある。周辺環境とし

ても、農村で教育開発が進み、社会が経済

的に発展し続けており、人々の教育への期

待も高まっている。そうした、いわゆる「新

しい教育・学習」が求められているところ

に日本の教授法が紹介された場合、マッチ

ングの度合いは大きい。現場の優先順位が、

望ましい教授学習方法を求め始めているか

らである。しかし、例えばバングラデシュ

では、教員給与も向上しているとはいえ、

水準が高いわけではなく、教員の社会的地

位も高いわけではない。また、少数民族居

住地域などでは、未だに就学率や出席率な

どが課題として横たわっており、いかに良

い日本の学習改善方法が紹介されようとも、

その実践実装が優先順位の上位には来ない

のである。

　このように、現場をつぶさに観察すれば、

教育借用がバイナリーモデルで考察される

ことには無理がある。よくある「日本のや

り方を押し付けてはいけない」という、近

年盛んに言われている教育借用への物言い

の背景には、借用する側とされる側の価値

観の相違のみならず、借用する側の置かれ

た政策的あるいは実践的優先性の存在があ

り、そこにうまく接合された場合、教育借

用は機能する可能性がある。つまり、国情

によって、借用が成立する分岐点が存在す

ると考えられる。ではその分岐点をいかに

して見出しうるのであろうか。

　本研究では、その一つの答えとして、教

育開発プロジェクトを推進する際の、対話

（ダイアローグ）の効用と可能性に注目しつ

つ、インドネシア、バングラデシュ、ベト

ナム、南アフリカ共和国、エチオピアにお

けるプロジェクトのこれまでを振り返りた

い。具体的な成果については、本稿中大ま

かに触れるが、既発表のプロジェクト最終

報告書を参考にされたい（CICE 2018）。

２．研究組織および組織間における対

話の体制

　アジア・アフリカの現場の視点から見る

と、むろん、日本のやり方を導入して、教

育効果を上げたいとする思いはあるが、現

場で日本と同様の教育を実現するという目

標があるわけではなく、日本の方法論を借

用して、現地なりの教育の質向上を図れれ

ばいい、というのが現地で通底するスタン

スであるといえる。

組織的な対話の構築

　各プロジェクトは、二国間のみの関係で

行われてきたわけではない。（図 1）に示す

通り、主に、アフリカ・アジア各国の教育

学系大学群が組織的に対話できる体制を、

1997 年より構築、運用してきた。この組織

のことをアフリカ・アジア大学間対話ネッ

トワーク（A-A ダイアログ）といい、関連

研究者らは、運用に関する会合、総会はも

とより、経験共有セミナー、個別のワーク

ショップ、論文執筆のためのライターズワー

クショップ等、最大限の機会をつくって対

話を図ってきた（写真 1）。そこで共有され

ていた柱は、対等な立場で対話を行うため、

①セルフ・リライアンス（自立的）である

こと、②オーナーシップを重視すること、

の二点であった。さらにいえば、援助する

国とされる国という関係ではなく、教育開

発という地球規模課題に、協働で取り組む

姿勢をもつことという二点であった。これ

を綺麗ごとでなく推進していくのは困難の

連続であった。まず、我々の種々のプロジェ

クトでは、常にコスト・シェアリングの対

話が必要となった。というのも、長年援助

を受けてきた国々では、日本の大学が現地

に研究・実践で来る場合、日本側が関連資

金を出して当然だという意識があった。し



（図１）アフリカ・アジア大学間対話（A-A ダイアログ）ネットワークを中心とした

SDG4 への貢献概念図

（出所）筆者撮影

（出所）筆者作成

（写真 1）知見共有セミナーの様子〔於　インドネシア教育大学 2016 年 11 月〕

対話による国際教育協力の協働― University-Policy-Practice-Partnership の構築

－ 3 －



日下部　達哉

－ 4 －

かしそれでは、他の多くのプロジェクト同

様、金の切れ目が縁の切れ目となり、プロ

ジェクト終了と同時に、援助した側が撤退、

プロジェクトの残した枠組みが形骸化する

ことになりかねない。これは日本側も同様

で、長年、国際教育協力のことを研究、実

践してきた者であっても、資金の出所を日

本側に求めてしまうのが常であった。そう

いうわけで上記①②の原則は、プロジェク

ト中、何度も再確認しなければならなかっ

た。

　2021 年現在、A-A ダイアログの構成大学

でも世代交代が進み、金とヒト、はプロジェ

クト推進の目的に応じてお互いが負担する

ものである、という意識が比較的共有され

ているが、人や資金が足りない場合の工夫

については、さらなる対話が必要な部分だ

といえる。

　このあたりは、予算が今後、飛躍的に増

加することは見込めない国際教育協力分野

の事情を斟酌せざるを得ないが、筆者のこ

れまでの経験から、国家プロジェクト的に、

数十億円単位で推進するという場合を除け

ば、予算の多寡というのは、本質的には持

続性とは別の問題であり、先述の教育現場

の優先順位の問題に加え、現地・現場のス

テークホルダーらが、教育の問題を自らの

ものと捉え、解決に取り組む姿勢がなけれ

ば、日本側の撤退とともに、取り組みも終

わることが目に見えていた。

対話の目的

　そこで、各国における対話の目的は、①

各国の現場で必要とされるプロジェクトは

何かを現場の教師、あるいは地方政府レベ

ルの教育行政官、コミュニティの教育関係

者らも交えて焦点化する、②日本の大学、

現地の大学、教育行政、教育現場の 4 者が

学習改善プロジェクトを、一定期間まで推

進することに合意、各分担を決める、とい

う大まかには 2 点であった。また、現場で

の対話を通じて、大学側にとっては、プロ

ジェクトの成果を論文化し、成果を発表す

る機会を得られるという研究者個人あるい

は大学の業績に加えることができるという

メリット、教育行政側や現場側では、首尾

よくいけば成果が出て、本格的な政策導入

につながる可能性、あるいはコミュニティ

の発展に直結するといったようなメリット

も確認されることとなった。

３．対話の実際

　ここでは、4 か国の学習改善プロジェク

トのあらましについて若干の解説を加えた

うえで、現場でどういった対話がなされた

かに焦点を当て、考察していく。4 か国の

カウンターパート大学においては、各プロ

ジェクトが、既述したようなセルフリライ

アンスで行われるべきこと、そして現地の

オーナーシップを重視することが一定程度

は共有されていることを付け加えておく。

南アフリカ共和国：親子で宿題プロジェク

ト

　「親子で宿題プロジェクト（Homework 

project with parental support）」と名付

けられたこのプロジェクトは、南アフリカ

のプレトリア大学の Kgadi Mathabase 准教

授を中心に、ハウテン州のあるタウンシッ

プ（旧黒人居住区）の小学校の一クラスで

進められたものである。その骨子は、学校

から持ち帰る理科の宿題を、親をはじめ、

祖父母、あるいは兄弟なども含め、家族と

一緒に行う、というものである。本プロジェ

クトの成果といえるか、厳密な測定はでき

ていないものの、（表 1）にある通り、理科

の成績についての向上は見られている。

　対話を開始した当初、広島大学、プレト

リア大学、対象小学校との協議を行った際

に、インドネシアやベトナムにおけるレッ

スン・スタディ実践協働の経験から、その



（表１）親子で宿題プロジェクト対象小学校における成績の推移

（出所）Nakazato, Kgadi and Kusakabe(2018）

（図２）南アフリカ共和国における「親子で宿題プロジェクト」概念図
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紹介を行った。しかし、校長とプロジェク

ト担当教師の反応は、芳しいものではなかっ

た。その理由は、学校で完結するプロジェ

クトよりは、コミュニティおよび保護者側

に学校、教育への理解を深めるようなもの

である必要があること、やるのであれば、

保護者らを巻き込むようなものであってほ

しいという要望が学校側にあったためで

あった。また、バスで通学の送迎を行って

おり、その時間のため、当地では、保護者
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側の教育への理解を優先順位の上位につけ

ていた。そこで、広島大学とプレトリア大学、

対象小学校の三者で、宿題を考案、日本の

提出チェックシートを参考にしてチェック

を行う、また、全保護者宛てに、本プロ

ジェクトの要旨と理解を求める手紙を出す

など、保護者とのつながりを強調するプロ

ジェクトになるような仕組みを作った。ま

た、本プロジェクトの成果を確認後、ハウ

テン州の教育行政官に成果を報告するとと

もに、当該地区において広く普及させるた

めのワークショップを開催した。

　まず、本プロジェクトにおける対話のプ

ロセスで明らかになったのは、相手の求め

ることと、こちらが提供しようとするプロ

ジェクト内容の齟齬の部分であった。しか

し、最初に双方ともに齟齬の部分を認識し

たことが、一つの重要な発見となった。こ

の認識があったことによって、もてる限り

のリソース、条件や環境で何ができるのか

を考えることができるようになったのであ

る。また、プログラムを推進するためのコ

スト・シェアリングも決められ、宿題づく

りの負担を現場のみに押し付けず、大学側

も協働で行うことも確認された。

バングラデシュ：少数民族居住地域におけ

るピア・チュータリング

　バングラデシュには少数民族居住地域が

多くあるが、正確な数字はわかっていない。

大規模なものから小規模なものまで合わせ

ると 50 近くといわれている。少数民族は、

民族的にマイノリティであるが、同時に言

語的にもマイノリティであることを意味す

る。少数民族居住地域では、彼らのための

教育機関というものがある場合は皆無に近

く、そこに住むマジョリティであるベンガ

ル人子弟の学校に通うことになる。教室内

は、マジョリティとマイノリティが交じっ

て教育を受けている。つまりインクルーシ

ブな状態にはなるが、教授言語の問題に加

え、偏見にもさらされるケースは否定でき

ない。当然のことながらそうした状況下で

は、学習成果につながらず、学校に関心を

持てなくなった結果、ドロップアウトやイ

レギュラーに繋がってしまうことも多い。

　障がい者のカテゴリのみならず、民族・

言語マイノリティ、最貧困層、女子等のカ

テゴリも含めた新しいインクルーシブ教育

のあり方を模索しているダッカ大学と広島

大学では、チームを組み、上記の状態にア

プローチすべく、「ピア・チュータリング」

プロジェクトを活用することとした。ピア・

チュータリングを端的に説明すると、教室

内で、成績が振るわない生徒の横に、良好

な成績の生徒をチューターとして着席させ、

授業中に教師の判断で、単元の節目等に時

間（5-10 分）を取り、後者が前者に説明

を試みるというものである（詳細は日下部 

2019 を参照のこと）。

　本プロジェクトにおける対話は、まず、

ダッカ大学と広島大学、マイメンシン県

Education Office とともに行い、ガロ族と

いう少数民族居住地域における小中学校（一

貫ではないが敷地を共有する）を対象とす

ることになった。その後、対象小学校との

対話を現地で図ったが、南アフリカの事例

同様、まず、「コミュニティの教育理解を促

進したい」というものが出てきていた。と

いうのも、この地域では、多くのガロ族の

子ども、特に女子に多いそうだが、小学校

に就学していたとしても、都市部の個人宅

での家事手伝いのような仕事があれば、保

護者はそれを優先し、学校をドロップアウ

トさせ、働きにだしてしまうのだという。

そうしたことを防ぐためにはコミュニティ

の教育理解を得なければならないというの

が小学校側の主張であった。

　ただし、地域社会へのアプローチを行う

には大学側のリソースが不足していた。広

島大学も、長期にわたって滞在ができる環

境にはなかったし、継続的に観察を行うダッ



（図３）バングラデシュにおける「ピア・チュータリング」の概念図

（出所）Asim, Kusakabe (2018)
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カ大学も、学校外で教育的活動を行うノウ

ハウを持ち合わせてはいなかった。筆者は

当初、安易な気持ちでレッスン・スタディ

の実践を持ち掛けたが、その準備には、実

践者に指定された個々の教師にかなりの負

担をかけることにもなる。日本であれば、

教師たちは長時間残業も厭わず、準備を行

うことが多々あるが、バングラデシュ、ま

たおそらくは他の途上国では、基本的に教

師が教科書に書かれたことを、一方的に話

したり、反復させたり、といった教え方を

することが多い。いわゆるレディネスが整っ

ていないわけであるが、教育開発実践の悩

ましいところは、レディネスが整ったから

新しいことをしようということにはならな

いところである。むしろ教育開発のフロン

ティアでは、援助する側がレディネスを整

えるところから、伴走者として走り出すこ

とが求められる場合が多い。また他の考え

方として、自然にその地域で教育開発への

機運が醸成されるまで待つほうが良い、と

いう考えもある。それもまた一つの真理で

はあるが、結論部で述べる通り、外部から

のアプローチは、双方で対話が進めば、決

して悪い結果になるわけではない。南アジ

アでは、就学させようとしない保護者に対

して NGO のスタッフや学校の教師たちが、

一戸ずつ訪問し、説得を繰り返して、子ど

もの就学を促すケースが多く存在し、その

多くが成功している裏には、直接対話の力

によるところが大きいだろう。

　ここでも対話を進めると、本調査対象校

は、あまり余計に時間を割きたいという感

じではないことがわかった。というのも、

余計に時間を割く以上、その分の賃金が求

められるわけで、それを学校側が出せない

以上、時間割と別の時間を使うことは難し

いということであった。そこで、継続的に

観察を行う予定であったダッカ大学側で提

供できるノウハウかつ、学校の時間割の中

でできることを、対話のプロセスを通じ模

索していった。そこでダッカ大学チームか

ら提案されたのが、上記のピア・チュータ

リングであった。応用に当たっては、理論

的枠組みが精緻に踏まえられたものではな

かったが、ひとまず、生徒の席替えを行い、

教師のできる範囲で、ピア・チュータリン

グを実践していくこととなった。筆者が既

に発表している通り、その道の専門家がチー

ム内にいるわけではなく、問題がないわけ

ではなかったが、双方のモチベーションを

保ちつつ継続していくために、わかりやす
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い方法が必要であった。

　結果的には、南アフリカの事例同様、対

話のプロセスでは、相手の求めることと、

こちらが提供しようとするプロジェクト内

容の齟齬の部分を解消すべきであることが

クリアになった。そのことによって、やは

り同様に、もてる限りのリソース、条件や

環境で何ができるのかを考えることができ

るようになった。

インドネシア：レッスン・スタディの他地

域移出支援

　インドネシアにおけるレッスン・スタディ

は、端的にいえば、対象校における教科の

全教員、インドネシア教育大学（UPI）、教

育事務所（行政）、また今回のように、援助

する大学、あるいは援助機関が参入して、

ワークショップ（コンセプトの理解・授業

立案）→授業実践→講評会と流れていくよ

うになっている。

　UPI は、本プロジェクト実施をスタート

した 2015 年には、既に充実したレッスン・

スタディを展開しており、UPI が対象とす

る中学校は、500 を超える状況であった。

UPI にはレッスン・スタディを進めるため

のスタッフが潤沢で、UPI 自体に日本側が

何か支援するという必要性はあまりなかっ

た。むしろ日本にはない人手と、レッスン・

スタディ支援のソフトウェア開発に着手す

るなどの専門性の蓄積は、日本が学ぶべき

側面もあった。ただリソースが潤沢とはい

え、UPI が全国をカバーすることはできな

いため、他地域のパートナー大学であるボ

ゴール地方のパクアン大学に、そのノウハ

ウの移出を行おうとしているところであっ

た。日本側の役割は、パクアン大学や現地

の対象中学校に対して、参考として、諸外

国の学習改善のあり方を紹介したり、そこ

からの政策的実践的示唆を行ったりするよ

うな講義を行うことであった。現場では、

やはり授業研究発祥の地としての日本の経

験共有を求められた。筆者に研究者として

それを語る資格はなかったものの、過去に

高校の地歴公民の教員経験があり、授業研

究は年間に何度かあるイベントとして慣れ

親しんでいたため、その経験をもとに様々

なことを話した。

　こうしたことが決まっていく対話のプロ

セスでは、既に UPI 側が確固たるコンセプ

トと将来像を持っており、日本側に対して

求めるアドバイスや役割について、明確な

リクエストを有していた。例えば、「教師の

質向上に加えて、生徒の成績をモニターす

べきか」、「公立のみならず私立も対象とす

べきか」など、議論の相手にもなり、広島

大学側は、これまでの経験から、こういっ

たプロジェクトの出口戦略を見据え、成績

のモニターの必要性や、余裕があれば私立

も行うと良いなど、多くの議論を行った。

　このようにカウンターパートに明確な目

的があれば、先方からのリクエストに応え

る形で動く、また対話の時間は、そうした

意識を共有することに使うことができるし、

目的が共有されていると、日本側が第三者

の視点からプロジェクトの推移を俯瞰し、

当初の目的を再確認するようなコメントを

行うなど、本来的な意味でのパートナーシッ

プを形成しやすい。おそらく広島大学は、

このレッスン・スタディの他地域移出を行

う際にアドバイスを求める相手として位置

づけられており、その他のプロジェクトで

は、また別のカウンターパートを使いこな

し、パフォーマンスを上げているようであっ

た。このように、UPI は、海外からの支援

を受けることに習熟しており、通常、モチ

ベーションの維持から始めることも多いア

ジア・アフリカの国々にあっては、比較的

特殊な例ともいえるだろう。

　ボゴール地方においては、2018 年まで 3

年間、事業を継続し、その後バリ島におい

てプロジェクトを開始したが、2020 年の新

型コロナウイルスの発生に伴い、インドネ
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シアでの事業を休止した。むろん、コロナ

禍においてもオンラインで対話を継続し、

レッスン・スタディの効果を、因果推論的

に調査する方法を構築、2021 年の段階では、

現地で実施ができるようになるのを待って

いる段階である。

ベトナム：レッスン・スタディのボトムアッ

プ型政策反映

　ベトナムでは、「2006 年居住法」という、

2006 年 11 月に開催された第 11 期第 10 回

国会において採択された法律により、ハノ

イやホーチミンに移住してきた、常住戸籍

を持たない人々は、公共料金が常住者より

高い、あるいは子どもを学校（基礎中学校

及び普通中学校）に入れられないなどの不

利益を制度上は解消した。これにより、ハ

ノイやホーチミン市内公立学校は、そうし

た子どもたちを受け入れなくてはならなく

なり、生徒数が増加していくこととなった

（日下部 2015）。この人口増加ゆえにベトナ

ムの大都市圏の教育は質の低下を招く結果

となっていた。

　こうした背景のもと、2017 年から広島大

学・筑波大学からなる日本チーム、オース

トラリアのクイーンズランド大学と、ベト

ナム国家大学ハノイ校（VNU）の共同チーム

は、ハノイの西の周縁部に位置する旧ハタ

イ省地域にある、中学校を対象として、レッ

スン・スタディのプロジェクトを開始した。

　対話のプロセスにおいては、日豪越の大

学間での意思疎通が難航した。というの

も、本プロジェクトの窓口となった VNU 教

員が、VNU 側チーム編成を、おそらくは学

内の序列に基づく「肩書、名前」で揃えた

ため、日本側との対話は、当初全くといっ

ていいほど嚙み合わなかった。例えば、対

象校を決めるにあたっては、日本側は、上

記背景に沿った形で、ハノイ市周辺での実

施を提案したが、「そんな遠いところへ早朝

からはいけない」、「すぐ近くに附属学校が

ある」（レッスン・スタディを実施しなくと

も高水準）という、自分たちの都合を優先

するように主張する、といった具合であっ

た。易きに流れるまま、相手がいうことなら、

といってその主張を飲むことは、正しい対
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話のあり方ではないと考え、日豪側からも、

対象校選定の原則を目的にたち戻って説明

を繰り返し、最終的にハノイ市中心部から、

2 時間ほどかかるハタイという地域の対象

校が選定された。件の肩書の位は高い教員

は、廊下でタバコを吸いながら、携帯で話

をしていただけであった。またある教員は、

対象校の教員を前に長時間の演説を始めて

しまい、現地の教師たちを辟易させた（よ

うにみえた）。たまらず、本プロジェクトの

窓口となっていた VNU 教員に、こういった

方々の参画は必要ないのではないか、と相

談したところ、「私もそう思っている、あな

たに任せるから全部やってください」との

たまうのであった。肩書より、意欲でメン

バーを選ばなければならないことを痛感し

たが、筆者も、広島大学がこうしたプロジェ

クトを行う際の窓口を、先述の A-A ダイア

ログの担当者であるから依頼していたので、

正しくは、窓口教員を通じて適切な教員を

選定してもらうべきであっただろう。翌年

の訪問では、VNU 側のメインの担当者を若

手の意欲ある教員に代わってもらい、日豪

越の対話のプロセスは比較的円滑になった。

こうした対話をするにあたっては、こちら

の主張を腹蔵なく述べ、理解を求めていく

ことが必要である。

　ただ、対象地域であるハタイの対象校（小

学校）においても、今度は大学側と学校側

との対話が、決して円滑とはいえなかった。

バングラデシュや南アフリカにおける援助

する側と援助される側との齟齬は、コミュ

ニティの理解を得たいという現地側と、で

きればこちらにもノウハウがあるプロジェ

クトを実践したい日本側の意図をすり合わ

せていく作業であって、方法論上の違いは

あっても、現地によりよい教育を実現する

ことを目指すという点では一致していた。

むろん、ベトナムで対話をした対象校の校

長は、本格的な実施に難色を示した。その

理由は「上からやれという通達がきていな

いから」という、実にベトナムらしい理由

であった。こちら側も、VNU がついている

から大丈夫だろうという甘さがあった。筆

者は、こうしたことはどこかがやり始めな

ければならず、一緒に挑戦していこう、と

いうことを力説し、説得を試み、校長の首

を縦に頷かせたのであった。

　開始されてからは、教師たちとも対話を

深め、かなりよく取り組んでもらえたが、

年間を通じて行う信頼関係には距離がある

と感じていた。それが解きほぐされたのは、

おそらく 3 回目の訪問時であった。その日

はレッスン・スタディの実践と、終業式と

兼ねた日であったためか、終了後、校内で

地元の豪華な料理がふるまわれた。そして

そこには、ビールなどの一般的な酒だけで

はなく、地元でつくられたポリタンクのよ

うな容器に入った度数の強いワインも供さ

れた。子ども用の小さな椅子に座って、歓

談をした。会話にあたっては VNU の教員や、

ベトナム語のわかる日本人研究者が通訳を

してくれた。会話の際、誰かと乾杯をしたら、

お互いに杯を呷らねばならないルールがあ

るらしく、生真面目そうな教育長も、最初、

レッスン・スタディの導入を渋った校長も、

顔を真っ赤にして、語り合った。日本チー

ムは、酒に強い副校長の女性に次々倒され

ていった。そして校長が、なぜかそこで、レッ

スン・スタディをやろう、といったのである。

既にやることは決まっていたはずであるが、

つまり、事務的、表面的に「合意」したか

らやる、というのではなく、同じ杯を交わ

し、同じ釜の飯を食い、腹蔵なく話ができ

たからこそ、我々に信用を置いてくれ、やる、

と腹をきめたようであった。その後はいつ

も笑顔で我々を迎えてくれ、同じことが続

いた。本当の意味で、対話とは何かを考え

させられる出来事であった。

　2021 年現在では、コロナ禍のため休止

してしまっているが、本プロジェクト終

了後は、政府内に Professional Learning 
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Community（PLC）という委員会ができ、VNU

側の担当者は委員の一人となり、本プロジェ

クトの成果を水平展開していくこととなっ

ている。このプロジェクトは、ボトムアッ

プによって政策反映が行われるきっかけと

なっている（図 5）。本事例からは、対話を

深めていこうとするとき、オーナーシップ

は協力する側とされる側のどちらにもある

ことを認識し、対話であるからには、腹蔵

なく話をすることの重要性が示唆された。

エチオピア：スクールベーズド・チュート

リアルによる学校改善

　エチオピアでは、広島大学とアディスア

ベバ大学との研究チームが、2015 年からオ

ロミア州の農村部にある前期中等学校の学

校改善に取り組んだ。本科研プロジェクト

の前身である、「国連大学サステイナビリ

ティ高等研究所助成事業－地球規模課題解

決に資する国際協力プログラム」において

2015 年から 2018 年まで採択されていた「開

発途上国における学び改善のための包摂的

教育システムモデル構築事業」で、「農村と

いえども、意識をもって学校改善実践を行っ

ているところでは、高い成果がでてきてい

ることが発見され、当該の中等学校では、

校長のリーダーシップにより、2012 年 23%、

2013年 28%、2014年 47%、2015年 48%という、

preparatory school 合格率（後期中等卒業

試験の合格率）を出していた」こと、また「こ

の原因の背景には、校長が『チュートリアル』

という、金曜の放課後に教師のボランティ

アで行う、放課後授業による教育法が政府

の教育政策の一つとしてあることを認識し、

地域教育事務所と話したうえで本格的な教

育実践として落とし込んだ」ことを発見し

ていた（CICE 2018）。

　対話のプロセスは 2016 年にさかのぼっ

て継続的に行われてきた。現地の前後期中

等学校で行われている「チュートリアル教

育」に関するワークショップを、広島大学、

アディスアベバ大、オランコミの中等学校、

地域教育事務所の 4 者で開催し、試行実装

を開始した。ワークショップでは、腹蔵な

く対話することを目的に、議論、調整を行っ

てきた。

　議論の成果は、①チュートリアルに関す

る追加的な手当て等は支給しない、②チュー



（図６）エチオピア：スクールベーズド・チュートリアルによる学校改善

（出所）筆者作成
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トリアルは、専用の時間割に従い、教員全

員によって実施されること、③広島大学、

アディスアベバ大学共同チームによって

ベースライン調査とエンドライン調査を行

うこと。またアディスアベバ大学は継続的

に観察すること、といった 3 点が決まった

ことである。

　対話のプロセスでは様々なことがあった

が、一つの前提として、スクールベーズド・

チュートリアルという教育的営為は、何も

この中等学校オリジナルのものではなく、

全国的に行うべき教育政策として、連邦政

府が世銀の援助によって定めた GEQUIP：

Genral Education Quality Improvement 

Program という、いわば眠れる政策の一つ

であった。なぜ眠っていたかというと、た

だでさえ安い給料しかもらえない教師を、

無償で課外授業させようというのであるか

ら、展開できるはずはなく、画餅とはこう

いうことをいう、というのをさらに絵に描

いたような政策であった。

　実際、対話のプロセスで、教員側と広

大・ア大チーム、校長側との対話において

最も焦点が当たったのは残業代の話であっ

た。チュートリアルの重要性ばかりを強調

する我々に、たまらず教師の一人が、「重要

性はわかる、しかし余計に働いて、賃金が

ないということに、我々は納得いっていな

い」と率直な意見を述べた。また一方で我々

サイドも、「日本でもそれに不満を持つ教

師は多くいるが、教師が教えたことによっ

て、生徒に何らかの成果が出れば、それを

嬉しく思うことが教育の土台となっている」

ことも伝えた。これは解釈に過ぎないが、

対話がかみ合っているかわからない部分も

あったが、「教員サイドもそこは理解できる、

そうまでいうならやりましょう」というこ

とになっていった印象がある。

　ワークショップ後、学校ではチュートリ

アル用の時間割が組まれ、全ての教員が参

加するように計画され、約一年に渡り、完

全に実施された。2017 年 10 月 17-19 日に

かけて、大学共同調査チームが再訪、校長、

教員らから聞き取り調査をしたところ、前

年度 48% であった preparatory school 合

格率が 71% にまで向上したことが分かった。

ただし、この数値に関係する 10 年生のう

ちオロミア州の混乱を主な原因とする中途
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（出所）筆者作成
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退学者及びイレギュラーの生徒が 44 名い

たため、結果的に合格率が向上したという

見方もできる。しかし郡教育事務所は、そ

の大きな教育効果を認め、本システムを採

用、オランコミ郡では継続的にチュートリ

アル教育を推進していくこととなった（CICE 

2018）。

４．おわりに

　本研究では、南アフリカ、バングラデシュ、

インドネシア、ベトナム、エチオピアにお

ける学習改善プロジェクトで、実際にあっ

た対話のプロセスに着目し、対話を通じて、

いかにしてプロジェクトの内容が定まって

いくのか、信頼関係を醸成していくのかを

描写してきた。これらはすべて、大学が、

教育行政と教育現場との間に入って、学習

改善プロジェクトを進める事例を中心に記

述してきた。

　まず、対話の効用について述べていく。

対話（ダイアローグ）は相互に理解を促進

するのはむろんであるが、余計なフォーマ

リティを排して時間を節約でき、責任分担

もどこかに負担が偏ることを防ぐこともで

きる。何よりモチベーションの維持にも役

立つ。結果として学校や教育の改善につな

がっていく。教育行政と学校現場というと

どうしても上下関係を意識する場面が多い

が、大学が介在して、対話を促進すること

で、大学、行政側、実践側がパートナーと

して機能することができ、ともすればある

一人の、捧げつくす担当者に責任と労力が

偏ってしまいがちなことを分散させること

も可能である（とはいえ現場には相当な負

荷がかかってしまうが）。とりわけ、十分に

対話を進めていれば、メールや国際電話で

話をするだけでも、お互いに怠けられない

と考える。もちろん、常に一生懸命に「捧

げつくす担当者」というのはどこの国にも

いる。しかし、そうした人材に頼っている

ようでは、持続性が希薄である。「少しの負

担感」を共有するからこそ、お互いのため

に怠けられなくなる（図 7）。またエチオピ

アの事例からもわかるように、対話のプロ

セスが確保されれば、カネの話も腹蔵なく

できる。こうしたプロジェクトを始める際、

日本側では、あまりカネの話をすることが
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良くないかのような印象で捉えられること

もあるが、アジア・アフリカの途上国では、

コストの問題にしても、給料の問題にして

も、後の問題にならないようにしておかな

ければ、「そもそも残業代がもらえないのに

続けられない」ということになってくる。

　次に、対話を通じた国際教育協力の可能

性についても述べておきたい。今日の学習

改善実践実装には、潜在需要も含めると猛

烈といっていい需要があるはず（途上国の

現場の人々は、まさか日本人や首都の大学

が来て、世話を焼いてくれるとは思ってい

ない）だが、バングラデシュのピア・チュー

タリングの事例からわかるように、現場で

細かく対話をすると、実情に合わせること

が困難な状況もある。では、ピア・チュー

タリングの専門家集団を形成しなおして、

厳格に適用しようとすればよいかといえば、

それも不可能に近いだろう。まず、その専

門家集団がこうしたプロジェクトに応じて

くれるか、という問題もあるし、日程を合

わせて調査、観察に来ることができないと

いうこともあり、バングラデシュの社会や

文化の中で、それまでの理論を機能させる

ことは難易度が高いだろう。そうした、非

現実的な部分を捨象しながら、現実的な方

向に舵を取り、現実的な実践を模索するの

が、対話の一役割である。また、南アフリ

カの宿題の事例は、CICE が受託する教育行

政官の研修や、A-A ダイアログのミーティ

ングなどで話すと、「うちの国でも実践した

い」という要望がでることが多々ある。こ

れは、とりもなおさず、マッチングを行う

ための対話の場が不足していることを示し

ている。今後、現場を重視したよりよい国

際教育協力のためには、グッド・プラクティ

ス紹介のセミナーだけではなく、比較的垣

根を低くした対話の場、つまり被援助国側

の要望などを聞く機会を多く設ける必要性

が高いだろう。

　最後に、国際教育協力実践の原則、ある

いは一つの経験則を導くことができること

を示唆したい。それは「協力する側とされ

る側とが対等な立場で対話、現場に即した

教育実践を形成し、協力する側が継続的に

ケアを行えば、教育現場の内部効率性は向

上する」というものである。これからも多

く出てくるであろう学習改善事業が、教育

である以上、全ての相手は人間であり、一

面的な対応はありえず、また新型コロナウ

イルスの影響もあり、一つの制度や機構と

して世に残るのはもうしばらく先になるだ

ろう。日本の援助の原則は、要請主義で、

本稿でいえば、インドネシアのような形は

一つの理想形といえる。しかし今日では、

Edu-port などのように、日本型教育を積極

的に売り出していくような場合もあり、対

話を深め、双方のマッチングが合う部分を

見出すような形もありうる。

　本研究がどれほど示唆的であるかは未知

の部分があるが、今後はこうした、現場か

らでてくる原理を政策に還元していき、さ

らにそれらを対話、議論し、現場と政策が

往還するような動きがでてくることがより

教育開発の世界を活性化させるだろう。
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Collaborations through the Dialogues 
in International Cooperation in Education

-Formulating University-Policy-Practice-Partnership

Tatsuya KUSAKABE
Hiroshima University, CICE

This study is a case study of international cooperation in education through 
the dialogues, which was created through the collaboration of four main parties: 
Japanese universities, local universities, policy sectors, and teachers in the fi eld 
of primary and secondary educational development in Indonesia, Bangladesh, 
Vietnam, the Republic of South Africa, and Ethiopia. Throughout the discussion 
which focused on the dialogue processes in the four countries, the study described 
as follows. 

What became clear from the dialogue process between South Africa and 
Bangladesh was the importance of resolving the discrepancy between what the 
other party wants through dialogue and the project content that we are trying 
to provide. The Indonesian case study showed that if counterparts have clear 
objectives, the dialogue time can be used to begin sharing such awareness, and 
once awareness is shared, it is easier to form partnerships in the true sense of the 
word, with the collaborators overlooking the transition of the project from a third-
party perspective and making comments that reaffi rm the original objectives. The 
case study of Vietnam suggested the importance of recognizing that ownership lies 
with both the collaborator and the collaborator when trying to in-depth dialogue, 
and to talk open-hearted with each other. The Ethiopian case study suggested that 
it is important to have money issues, which are usually difficult to talk about, 
resolved through a process of dialogue. 

In conclusion, it was suggested that one principle can be derived for 
international cooperation in educational practice. It was that "if the cooperating 
side and the beneficiary side engage in dialogue on an equal footing, formulate 
educational practices appropriate to the field, and the cooperating side provides 
continuous care, the internal effi ciency of the educational fi eld can be improved".




